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労働政策フォーラム「副業について考える」 
基調講演・配布資料



報告の内容

1. 副業への関⼼の⾼まり

2. 統計からみる副業の多様性

3. 副業を保有する要因

4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか

5. 副業と幸福感

6. これまでの研究のまとめ
7. コロナ禍以降の副業

‐ 副業を認める企業の推移（「CSR調査」から） 

‐ 「家計調査」雇用副業率の推移

‐ 「就業構造基本調査」の変更
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1. 副業への関⼼の⾼まり
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• ⾸相官邸「働き⽅改⾰実⾏計画」（2017年3⽉）
‐ 柔軟な働き⽅がしやすい環境整備

• 副業や兼業は、新たな技術の開発、オープンイノベーションや起業の⼿段、そして第２の⼈⽣の準
備として有効である。我が国の場合、テレワークの利⽤者、副業・兼業を認めている企業は、いま
だ極めて少なく、その普及を図っていくことは重要である。

• コロナ禍以降
‐ テレワークの普及による副業の利便性

‐ 企業業績の悪化による、ワークシェアリングとしての副業（リーマンショック期の製造業）



1. 副業への関⼼の⾼まり
• 副業に対する関⼼の⾼まり（google trends⼈気度, 朝⽇新聞記事⼈気度）
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出所）google trendsより筆者が作成
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出所）朝⽇新聞記事データベース「聞蔵Ⅱ」



2. 統計からみる副業の多様性
• 副業率の推移。兼業農家の減少

5

2.0%
1.3% 1.1% 0.8% 0.7%

0.2%

0.1%
0.2%

0.2% 0.2%

2.8%

2.5% 2.7%
2.6% 3.1%

3.9% 4.0%
3.6%

4.0%

4.9%
5.1% 5.2%

5.7%

6.4%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

1997 2002 2007 2012 2017

兼業農林漁家 分類不能/公務 ⾮農林漁業 副業率 副業希望率

出所）総務省「就業構造基本調査」より作成。副業率は有業者に占める雇⽤で副業を持つ割合。



2. 統計からみる副業の多様性

• 副業の構成⽐
‐ 副業に占める兼業農家の割合16.6%。

‐ 雇⽤者の副業は65.0%

• 正社員18.3％

• ⾮正社員46.7％
• パート・アルバイト28.0％

• 副業率も雇⽤形態で違う
‐ 正社員で副業を持つのは1.53%

‐ 役員は7.7%

‐ パート4.95%、アルバイト6.79%
6出所）総務省「就業構造基本調査」より作成

（千⼈）
本業 副業

総数 3302 (100.0%) 2555 (100.0%) 2617 (100.0%) 2344 (100.0%) 2678 (100.0%)

産業の区分  
兼業農林漁家 1288 (39.0%) 865 (33.9%) 723 (27.6%) 524 (22.3%) 445 (16.6%)

農林漁業 農林漁業 111 (3.4%) 72 (2.8%) 64 (2.4%) 49 (2.1%) 53 (2.0%)
農林漁業 ⾮農林漁業 206 (6.2%) 119 (4.7%) 97 (3.7%) 96 (4.1%) 85 (3.2%)

⾮農林漁業 農林漁業 971 (29.4%) 674 (26.4%) 562 (21.5%) 378 (16.1%) 307 (11.5%)
⾮農林漁業 ⾮農林漁業 1910 (57.8%) 1595 (62.4%) 1771 (67.7%) 1701 (72.6%) 2079 (77.6%)

公務 80 (2.4%) 71 (2.8%) 62 (2.3%) 53 (2.3%) 52 (1.9%)
分類不能 28 (0.8%) 24 (0.9%) 62 (2.4%) 67 (2.8%) 103 (3.8%)

従業上の地位の区分
⾃営業主 442 (13.4%) 328 (12.9%) 307 (11.7%) 270 (11.5%) 303 (11.3%)

⾃営・家族 ⾃営・家族 230 (7.0%) 167 (6.5%) 131 (5.0%) 102 (4.4%) 112 (4.2%)
⾃営・家族 雇⽤者 212 (6.4%) 161 (6.3%) 176 (6.7%) 168 (7.2%) 192 (7.2%)

雇⽤者 1462 (44.3%) 1267 (49.6%) 1447 (55.3%) 1430 (61.0%) 1741 (65.0%)
雇⽤者 ⾃営・家族 619 (18.7%) 498 (19.5%) 486 (18.6%) 464 (19.8%) 539 (20.1%)
雇⽤者 雇⽤者 843 (25.5%) 769 (30.1%) 961 (36.7%) 965 (41.2%) 1202 (44.9%)

雇⽤形態の区分
正社員 370 (14.5%) 404 (15.4%) 364 (15.5%) 491 (18.3%)
パート・アルバイト 474 (18.5%) 573 (21.9%) 617 (26.3%) 751 (28.0%)

1997年 2002年 2007年 2012年 2017年
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2. 統計からみる副業の多様性
• 本業の年収別副業率

7出所）総務省「就業構造基本調査」より作成
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科学研究者

社会福祉専⾨職業従事者

法務従事者

経営専⾨職業従事者

教員

宗教家

情報処理技術者

その他の技術者

医師（⻭科医師，獣医師は含まな
い）

看護婦，看護師

その他の保健医療従事者

⽂芸家、記者、編集者
美術家、写真家、デザイナー

⾳楽家，舞台芸術家

その他の専⾨的・技術的職業従事
者

管理的公務員

会社・団体等役員

その他の管理的職業従事者

外勤事務従事者

運輸・通信事務従事者

事務⽤機器操作員⼀般事務員会計事務員
商品販売従事者
販売類似職業従事者

家庭⽣活⽀援サービス職業従事者

⽣活衛⽣サービス職業従事者

飲⾷物調理従事者 接客・給仕職業従事者

住居施設・ビル等管理⼈

その他のサービス職業従事者
保安職業従事者

農業作業者

林業作業者

漁業作業者

鉄道運転従事者

⾃動⾞運転者

船舶・航空機運転従事者
その他の運輸従事者

通信従事者

⾦属材料製造作業者
化学製品製造作業者

窯業・⼟⽯製品製造作業者

⾦属加⼯作業者⼀般機械器具組⽴・修理作業者
電気機械器具組⽴・修理作業者
輸送機械組⽴・修理作業者計量計測機器・光学機械器具組

⽴・修理作業者

⾷料品製造作業者

飲料・たばこ製造作業者

紡織作業者⾐服・繊維製品製造作業者

⽊・⽵・草・つる製品製造作業者

パルプ・紙・紙製品製造作業者
印刷・製本作業者

ゴム・プラスチック製品製造作業
者

⾰・⾰製品製造作業者

その他の製造・制作作業者

定置機関・機械及び建設機械運転
作業者

分類不能の職業電気作業者
採掘作業者

建設作業者
運搬労務作業者その他の労務作業者
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2. 統計からみる副業の多様性
• 副業保有の理由（複数回答）
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出所）川上（2017）より作成。労働政策研究・研修機構「副業の就労に関する調査」



3. 副業を保有する要因

• 総務省「就業構造基本調査」
‐ 匿名データ、1992-2009年

• 本業の賃⾦率・労働時間・不労所得の低下で副業保有が⾼まる
‐ 副業の保有よりは、本業の労働時間増を望む傾向

• 世帯所得との関係

• 家族類型との関係

10



3. 副業を保有する要因
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• 世帯所得との関係
‐ 前の推定の４つの変数を世帯所得に置

き換えて再推定

‐ 図は、推定結果から予測値を推計した
結果（基準は世帯所得400-499万円）

‐ 200円未満の層で副業を保有する確率
が最も⾼くなっている

‐ ワーキングプア層で副業が持たれる傾
向がみられる

200万円未満

200~299万円

300~399万円

500~599万円

600~699万円

700~799万円

800~899万円

900~999万円

1000~1499万円

1500万円以上

-.02 -.01 0 .01 .02 .03
労働時間増希望 副業希望 副業保有



3. 副業を保有する要因
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• 家族類型との関係
‐ 家族類型に変更して推定（夫婦のみの世帯を
基準）

‐ 親と同居する場合に副業を持っている割合が
⾼い（男性）

‐ ⼥性も親と同居しているときに副業を持つ割
合が⾼まる。

‐ ⺟⼦世帯も保有割合が⾼まる

• ⾮⾦銭的⽬的の副業は、本業の属性な
どとの相関はみられない（第5章）

⼥性の推定結果



4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか

• Panos et al. (2014)
‐ イギリスのパネルデータ（BHPS）から、本業と異なる職業の副業を持っていたときに転職

を通じて収⼊の増加やスキルの向上がみられる。Step stone効果

• Kawakami (2019)
‐ 「⽇本家計パネル調査（JHPS/KHPS）」を⽤いて、副業の保有が本業の賃⾦率に与える影

響を推定。

‐ 雇⽤形態別、本業の職業別（分析的職業、協働的職業、運動的職業）

‐ Difference GMMによる推定

‐ フルタイム労働者で分析的職業の場合に賃⾦率が⾼まるという結果

13



• 本業の職業に加えて、副業の保有動機の違いもみる

• リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」
‐ 毎年１⽉実施、サンプルサイズ62415（2019年調査）

‐ インターネットモニター調査

‐ 副業希望・保有、希望・保有する理由、労働時間、仕事の内容など
⇨ 仕事内容に「アンケートの回答」が含まれるケースは除く

• 副業希望と保有の⽐較

• 傾向スコアマッチングとDifference-in-difference
‐ 2018年の賃⾦率と2019年の賃⾦率の対数差分

‐ 2019年調査の前年と⽐べたスキルアップ・スキルダウンの実感
14

4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか



• 推定結果
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副業保有vs副業希望 0.0579 ** -0.00159 0.0103
2.39 -0.06 0.53

観測数 597 594 923

分析的職業
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副業⾮希望vs副業希望 -0.126 *** -0.040 *** -0.106 *** -0.023 -0.034 * -0.045 ***
-5.49 -2.61 -4.77 -1.62 -1.95 -3.53

副業保有vs副業希望 -0.020 -0.079 ** 0.139 -0.023 0.025 -0.007
-0.30 -2.54 1.47 -0.62 0.50 -0.18

実感している割合
副業⾮希望 22.10% 7.60% 21.80% 8.10% 22.10% 7.60%
副業希望 34.70% 11.60% 32.40% 10.50% 25.60% 12.00%
副業保有 32.70% 3.70% 46.30% 8.20% 28.00% 11.40%

観測数 2946 2946 3082 3082 3289 3289

分析的職業＆スキル動機 協働的職業＆スキル動機 分析的職業＆⾦銭的動機
レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感

レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感

レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感
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4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか
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① 副業希望者は⾮希望者と⽐べて仕事のスキルがレベルアップと感じている⼈もレベルダウンを感じている⼈もいる。

4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか



副業⾮希望vs副業希望 -0.126 *** -0.040 *** -0.106 *** -0.023 -0.034 * -0.045 ***
-5.49 -2.61 -4.77 -1.62 -1.95 -3.53

副業保有vs副業希望 -0.020 -0.079 ** 0.139 -0.023 0.025 -0.007
-0.30 -2.54 1.47 -0.62 0.50 -0.18

実感している割合
副業⾮希望 22.10% 7.60% 21.80% 8.10% 22.10% 7.60%
副業希望 34.70% 11.60% 32.40% 10.50% 25.60% 12.00%
副業保有 32.70% 3.70% 46.30% 8.20% 28.00% 11.40%

観測数 2946 2946 3082 3082 3289 3289

分析的職業＆スキル動機 協働的職業＆スキル動機 分析的職業＆⾦銭的動機
レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感

レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感

レベルアップ
を実感

レベルダウン
を実感
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① 副業希望者は⾮希望者と⽐べて仕事のスキルがレベルアップと感じている⼈もレベルダウンを感じている⼈もいる。

②分析的職業＆スキル動機の副業では、レベルダウンの実感について改善がみられる

4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか



• 越境的学習による解釈（中原, 
2010; ⽯⼭, 2018）
‐ 経験を通じた学習の効果

‐ 学習者⾃⾝が準拠する空間から離れ
て得た経験からの学習を越境的学習
という

‐ 広義では、職場内の研修や学⽣の学
外の実習も。

‐ 業務経験＋内省のサイクル

19
出所）中原（2010）より引⽤。

4. 副業は本業のパフォーマンスを⾼めるのか



• ワークス研究所「全国就業実態パネル調査」2018, 2019年
‐ ウェル・ビーイングについて五段階で回答

• 回答の⾔葉は異なる「５点 とても幸せ」「満⾜していた」「あてはまる」「1強く感じていた」
幸福度 ⽣活満⾜度 仕事満⾜度 WLB満⾜度

20
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5. 副業と幸福感



• 推定結果（％は4・5段階⽬選択の限界効果）

‐ 副業希望者は⾮希望者と⽐較してウェル・ビーイングが低い状態にある

‐ 副業を持つことで改善されるが、仕事満⾜度以外は、⾮希望と⽐較してその効果は⼩さい。

‐ WLBでは副業を希望から保有に変わった効果が⼩さい。

‐ 副業の保有理由によってその影響は異なるのではないか。

21

5. 副業と幸福感

副業⾮希望



• 推定結果（本業正社員に限定）
‐ 収⼊⽬的による副業は、全体の結果と
同様のものになっている。

• 副業を持つことの効果は⼩さい。

‐ スキル⽬的による副業は、幸福度・⽣
活満⾜度について希望者と⾮希望者と
の間の差がみられない。

‐ 保有することの効果は⼤きいのも特徴
的である。WLBの満⾜は得られない。

22

収⼊⽬的による副業希望・保有

副業⾮保有 0.259 *** 9.3% 0.327 *** 12.4% 0.242 *** 8.6% 0.294 *** 9.1%
19.64 24.89 18.64 22.70

副業保有 0.095 *** 3.3% 0.101 *** 3.8% 0.171 *** 5.9% 0.019 0.5%
3.42 3.69 6.31 0.73

サンプルサイズ 36624 36624 36624 36624
擬似決定係数 0.0363 0.0309 0.00925 0.0129
対数尤度 -48116.2 -48634.6 -50961 -51559
カイ⼆乗値 3494.9 3003 958.5 1326.3

スキル⽬的による副業希望・保有

副業⾮保有 0.018 0.7% 0.043 1.6% 0.078 ** 2.9% 0.170 *** 5.5%
0.61 1.41 2.48 5.58

副業保有 0.185 *** 6.9% 0.176 *** 6.8% 0.216 *** 8.1% -0.038 -1.2%
3.12 2.93 3.70 -0.71

サンプルサイズ 27224 27224 27224 27224
擬似決定係数 0.035 0.0255 0.00672 0.00865
対数尤度 -35333.2 -35605.4 -37696.2 -38403.6
カイ⼆乗値 2472.7 1802 507.2 661.4

幸福度 ⽣活満⾜度 仕事満⾜度 WLB満⾜度

幸福度 仕事満⾜度⽣活満⾜度 WLB満⾜度

5. 副業と幸福感

副業⾮希望

副業⾮希望



• 推定結果（収⼊⽬的・本業⾮正規）
‐ パート・アルバイトの副業も、正社員と
同様の傾向が確認される。

‐ 副業の保有を希望する状態、保有するこ
とのウェルビーイングに与える影響は、
本業の雇⽤形態に依らないことがわかる。
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収⼊⽬的・パート・アルバイト

副業⾮保有 0.270 *** 10.0% 0.353 *** 13.5% 0.176 *** 6.6% 0.331 *** 10.5%
11.73 15.38 7.68 14.55

副業保有 0.087 ** 3.1% 0.093 ** 3.5% 0.172 *** 6.5% 0.058 1.7%
2.36 2.46 4.70 1.59

サンプルサイズ 12566 12566 12566 12566
擬似決定係数 0.0327 0.0308 0.0146 0.0154
対数尤度 -16860.3 -16978 -17264.4 -17697.9
カイ⼆乗値 1108.1 1066.1 498.1 541.8

収⼊⽬的・その他の雇⽤形態

副業⾮保有 0.233 *** 7.7% 0.311 *** 10.9% 0.187 *** 6.5% 0.188 *** 5.8%
6.89 9.08 5.55 5.66

副業保有 0.119 ** 3.8% 0.056 1.9% 0.186 *** 6.5% -0.035 -1.0%
2.20 1.06 3.33 -0.64

サンプルサイズ 5101 5101 5101 5101
擬似決定係数 0.0458 0.044 0.0199 0.00749
対数尤度 -6891.7 -7056.5 -7138.3 -7254.1
カイ⼆乗値 677 674.7 272.9 106.9

幸福度 ⽣活満⾜度 仕事満⾜度 WLB満⾜度

幸福度 ⽣活満⾜度 仕事満⾜度 WLB満⾜度

5. 副業と幸福感

副業⾮希望

副業⾮希望



6. これまでの研究のまとめ

• 副業に対する関⼼・需要の⾼まり
‐ 働き⽅改⾰

‐ 新型コロナウィルス

• 副業の多様性に⽬を向けることが重要
‐ 副業の⽬的によって保有要因は異なる

‐ 副業を持つことの効果は、求められるスキルと保有動機が重要

‐ 主観的幸福・満⾜度も保有動機によって違いがある

• 副業は、ワークライフバランスに課題がある

24



6. これまでの研究のまとめ

• 分析から得られるインプリケーション
‐ 副業の多様性の問題

• 促進すべき副業とは？

• どれだけの規模で不本意副業が存在するのか？

• 副業をすることで、本業のキャリア形成が阻害されるのか？

‐ 副業とイノベーションの関係

• 事業のアイデアを必要とする職場での効果

• それ以外の職場では副業経験は活かされるのか？

• 副業をするタイミング

‐ 「この職場では⾜りない何か」
25



今後の研究計画

• 副業から得られる仕事の経験（独⾃アンケートから）

• 本業の雇⽤契約を含む副業保有の要因分析「就業構造基本調査」

• 副業時間帯の要因と健康への影響「社会⽣活基本調査」

• コロナ禍以降の副業の保有要因「家計調査」

• 副業認可と企業レベルの⽣産性・多⾓化との関係「CSR調査」

26



7. コロナ禍以降の副業 ‒ 副業を認める企業の推移
• 副業を認可する企業の割合

27
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7. コロナ禍以降の副業 ‒ 副業を認める企業の推移

• 副業を認可する企業の割合

28資料）東洋経済「CSR調査（雇⽤・⼈材活⽤編）」

2017 2018 2019 2020 2021 19対17⽐ 21対19⽐
建設業 9.5% 9.4% 13.0% 16.1% 19.0% 1.36 1.47
消費関連製造業 16.3% 18.4% 25.5% 31.4% 41.2% 1.57 1.62
素材関連製造業 17.2% 21.6% 22.0% 28.1% 35.9% 1.28 1.63
機械関連製造業 14.7% 20.8% 26.8% 30.7% 39.3% 1.82 1.47
電気・ガス業 33.3% 30.0% 23.1% 26.7% 60.0% 0.69 2.60
運輸業 11.1% 13.3% 11.1% 20.5% 26.2% 1.00 2.36
情報通信業 35.4% 35.3% 38.0% 47.0% 53.8% 1.07 1.42
卸売・⼩売業 14.1% 18.8% 20.3% 25.0% 35.9% 1.43 1.77
⾦融業・不動産業 27.9% 33.8% 31.5% 34.4% 44.7% 1.13 1.42
サービス業 27.9% 31.3% 35.7% 39.6% 45.8% 1.28 1.28



7. コロナ禍以降の副業 - 「家計調査」雇⽤副業率の推移

29

• 副業率の推移

資料）総務省「家計調査」より集計。⼆⼈以上世帯、世帯主
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7. コロナ禍以降の副業 ‒ 「就業構造基本調査」の変更

30

• 副業に関する項⽬の拡充
‐ 副業の従業上の地位、雇⽤形態

‐ 副業の労働時間

‐ 業種、職業

• 分析できること
‐ 本業と副業の職業の関係

‐ 副業の労働供給関数の推定

‐ 「国⺠経済計算」の就業者労働
時間の把握

資料）第169回統計委員会（令和3年10⽉20⽇）資料2-2より抜粋
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